
別紙3  

越前町の給与・定員管理等について  
1 総括  
（1）人件費の状況（普通会計決算）  

区分  住民基本台帳人口  歳出額   実質収支   人件費   人件費率  （参考）  

（18年度兼）   A  B   B／A  17年度の人件費率   

18年度   人   千円   千円   千円   ％   ％  

24，703   14，054，695   598，589   2，042，925   14．5   13．2   

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）  

区 分  職員数   給 与 費  一人当たり  

A  給与費8／A  

18年度   人   千円   千円   千円   千円   千円  

288   980，070  89，820   384，691   1，454，581   5，051   

（注）1職員手当には退職手当を含まない。  

2 職員数は、18年4月1日現在の人数である。  

（3）特記事項  

（4）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）  

越前町  類似団体平均  全国町村平均   

（注）1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の  

給与水準を示す指数である。  

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を  

単純平均したものである。   



（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（19年4月1日現在）  

①一般行政職  

区  分   平均年齢   平均給料月額   平均給与月額  平均給与月額  

（国ベース）   

越前町   40．5歳   292，400円   347，566円   312，941円   

福井廉   4ユ．1歳   358，531円   425，769円   389，338円   

国   40．7歳   325，724円  383，541円   

類似団体   43．6歳   331，589円   392，341円   364，363円   

②技能労務職  
公 務 員  民 間  参考  

区 分                 A／B    平均  職員数  平均給料月額  平均給与月額  平均給与月額  対席する民間  平均  平均給与月額    年齢    （A）  （囲ペース）  の類似職種  年齢  （B）   

越前町一   49．9歳  55人   232，700円   242，269円   2：旭，549円  

うち用務員  55．2歳  11人   244，100円   249，973円   246，9g8円  用務員   53．9歳   227，200円  1．1  

うち運転手  51．3歳  さ人   293，300円   325，366円   321，267円  郁鼠鳳来川日勤咄遜脂汗  57．9歳   1．4  

うち学校給食A  4g．4歳  17人   220．700円   224，512円   222，g12円  調理士   4l．1歳   0．9  

稲井県   45．8歳  さ5さ人   347，452円   388，329円   き6g，480円  

国  48．8歳  6193人   287，094円  320，514円  

類似同伴   49．4歳  25人   273，844円   294，520円   286，146円  

参 考  

区 分  
年収ペース（試算値）の比較  

公務．艮   民間   
（C）   （D）   

C／D  

越前町  
うち用務員  4，071，273円  3，284，300円   1．2  

うち運転手  5，272，500円  3，270，100円   1．6  

うち学校給食員  3，656i951円  3，343，300円   1．1   

※民間データは、資金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成○～○年の3ケ年平均）  

※技能労務戦の職程と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの   

ではない。  

※年収ペースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍にしたものに、公務員   

においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算錠である。   



（診医師・歯科医師職  

平均年齢  平均給料月額  平均給与月額  平均給与月額  

区 分         （国ペース）  越前町  46．7歳  507，300円  1，112，317円  639，375円  国  46．2歳  475，1g5円    705，934円  類似団体  46．8歳  506，714円  1，119，458円  683，685円   
④看護・保健職  

（国ペ－ス）   

37．6歳   256，000円   299，514円   257，705円   区分  平均年齢  平均給料月額  平均給与月額  平均給与月額   越前町          国  37．3歳  286，346円    320，534円  類似眉体  40．9歳  299096円  340，640円  308，220円   
（注）1「平均給料月額」とは、19年4月1打現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で  

ある。  

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時  
間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査  

において明らかにされているものである。  

また、「平均給与月額（国ペース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、  

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで  

再計算したものである。   



（2）職員の初任給の状況（19年4月1日現在）  
区 分  越 前 町   福 井 県   国   

一般行政職   大 学 卒   161，600円   176，800円   161，600円  

高 校 卒   140，100円   142，800円   140，100円   

技能労務職   高 校 卒   133，100円   145．700円  

中 学 卒   121，600円   137，700円  

（3）磯貝の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年4月1日現在）  
区 分  経験年数10年   経験年数15年   経験年数20年   

一般行政職   大 学 卒   242，100円   280，450円   一  円  
高 校 卒   一  円   一  円   281，380円   

技能労務職   高 校 卒   一  円   198，7き3円   214，167円  

中 学 卒   一  円   一  円   一  円  

※一般行政職の高校卒経験年数20年については、経験年数19年の者を記入。  

経験年数ごとの人数が3人以下となる壌含、近似階層lこついても3人以下となる場合は未記入。   

3 一般行政鮭の級別鞋昌教書の状況  

（1）一般行政職の級別職員数の状況（19年4月1日現在）  

区 分   壕準的な職務内容   職員数   構成比   
主事補又は技師補及び主事又は技  人  

1 級   師の撤務（2故に掲げられた主事又は  
％  

技師を除く）  24  11．9   

高度の知識又は麓験を必要とする業   人   ％  

2 歓         滴を行う主事又は技師の職務   59   2g．4   

課長補佐、係長、主査、並びにこれと  
同程度で規則で定める者の職務（4   

人   ％  

3 赦          級に掲げられた課長補佐、係長、主  
査を除く）   

59   29，4   

課長補佐（5級に掲げられた課長棉佐  
を除く。）」参事又はこれに相当する  

人  ％  

4 級    職務並びに職務の複雑、困難及び  
責任の度がこれらと同程度の課長補  
佐で規則で定める者の職務  

16  8．0   

課長（6級に掲げられた課長を除  
く。）、参事又はこれに相当する職務  人  ％  

5 級    並びに職務の複雑、困剋及び責任の  
度がこれらと同程度の課長補佐で規  
則で定める者の職務  

25  12．4   

理事、総合事務所長、課長並びに職  人   
務の複雑、困難及び安住の度がこれ  

％  

6 級          らと同程度の課長で規則で定める者  

の職務   18   8．9   

（注）1越前町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

2 標準的な職溺内容とは、それぞれの故に該当する代表的な職務である。   



平成19年の構成比  1年薪の癒痍比  5年前鱒隕成比，  

（注） 平成18年に8、、啓制から6級斉削こ変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び  

5級をそれぞれ統合） 

平成17牢2月1日に合併しているため、5年前の構成比はない。   

（2）昇給への瑚務成綾の反映状況  
勤務成鰯を反映せず、一律昇給   



4 聴邑の手当の状況  
（1）期末手当・勤勉手当  

越  町   福  井  県   国   
1人当たり平均支給額（18年度）   1人当たり平均支給額（18年度）  

1，314  千円   1，886  千円   
（18年度支給割合）   （18年度支給割合）   （18年度支給割合）   

期末手当  勤勉手当   期末手当  勤勉手当   期末手当  勤勉手当   
3．0 月分  1．45 月分   3．0 月分  1．45 月分   3．0 月分  1．45 月分   

（ 1．6）月分 （ 0．75）月分  （ 1，6）月分 （ 0．75）月分  （ 1．6）月分 （0．75）月分   

（加算措置の状況）   （加算措置の状況）   （加算措置の状況）   

職制上の段脾、職務の級等による加算措置  職制上の段階、職務の奴等による加算措置  職制上の」殴階、職務の親等による加算措置   

・役職加算  5～10％   ・役職加算  5～20％   ・役職加算  5～20％  

・管理職加算 15～25％   ・管理職加算 10－25％   

（注） （）内は、再任用職員に係る支給割合である。  

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）  

一律支給  

（2）退職手当（19年4月1日現在）  

越  町   国  

（支給率）  自己都合  勧奨・定年  （支給率）  自己都合  勧奨・定年   
勤続20年  23．5 月分  30．55 月分  勤続20年  23．5 月分  30．55 月分   

勤続25年  33．5 月分  41．34 月分  勤続25年  33．5 月分  41．34 月分   

勤続35年  47．5 月分  59．28 月分  勤続35年  47．5 月分  59．28 月分   

最高限度額  59．28 月分  59＿28 月分  最高限度額  59．28 月分  59．28 月分   

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置   その他の加算措置 定年前早期退職特例措置  
（2％～20％加算）  （2％～20％加算）   

（退職時特別昇給なし）  

1人当たり平均支給額3，390千円20，807千円  

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。  

（3）地域手当（19年4月1日現在）  

（22年度の制度完成時）  

（注） 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年磨から支給率を  

段階的に引き上げることとしている。   



（4）特殊勤務手当（19年4月1日現在）  
支給実績（平成18年度）  25，859 千円   

支給職員1人当たり平均支給年額（平成18年度決廃）  1，360，999 円   

職員全体lこ占める手当支給職員の割合（18年度）  5．0 －％   

手当の種類（手当数）  2   

手当の名称   主な支給対象職眉   主な支給対象業務   左記職員に対する支給単価   
感染症等防疫作業従事手当  感染防疫作業に従事する職員  感染症患者若しく隠感染症  

の疑いのある患者の救護又  
は感染症菌の付着した物  
件若しくは付着の危険があ  
る物件の処理作業に従事し  
たとき、又ほ感染症菌を有  
する家畜若しくは感染率萌  
を有する疑いのある家畜に  
対する防疫作業に従事した  
とき  

国民健康保険病院従事手当  病院長の職にあるもの   給料の月額の45％  

医師の職にあるもの  給料の月額の48％  

薬局長及び薬剤師の職にあるも  給料の月額の5％  

放射線技師の職にあるもの  
医療業務職務手当  

給料の月額の5％  

検査技師の職にあるもの  給料の月額の5％  

理学療法士の職にあるもの  給料の月額の5％  

看護師長の職にあるもの  給料の月額の5％  

看護主任の職にあるもの  給料の月額の3％  

病院長の職にあるもの   月額220，000円  
医師研究手当  

医師の職にあるもの  月額 70，000円   

（注）感染症等防疫作業従事手当は、支稲美錆はない。  

（5）時間外勤務手当  
支 給 実 ノ結 （1 8 年 度 決 算）   20，433 千円   

職具1人当たり平均支給年額（18年度決算）   92 千円   

支 給 美 顔（1 7 年 虔 決 算）   30，307 千円   

職員1人当たり平均支給年額（17年度決算）   79 千円  



（6）その他の手当（19年4月1日現在）  
国の制度  国の制度と   支給冥頼   支給朋眉1人当たり  

手 当 名   内容及び支給単価            との異同  異なる内容  （18年度決算）   平均支給年額  
（18年度決算）   

・配偶者13，000円  

・扶養親族2人まで各6，000  

（配偶者無の1人目11，000  
扶養手当  同  29，733 千円   221，888 円   

配偶者扶養無の1人目6．500円）  

・その他5，000円  

・特定期間にある子の加算5，000円  

借家・借間  
・家賃23，000円以下  

家賃23，000円  

・家賃23．000円超55，000円未浦  

住居手当      （家賃一23，000円）×1／2＋11，000円  4，023 千円   191，571円  

・家賃55，000円以上  

27－ODO円   

自宅の新築・購入日より  
2，50   

交通機関等の利用者  
・55，000円以下は運賃相当額   

通勤手当  自動車等の使用者  同  21，142 千円   87，004 円  

（通勤距離が片道2k皿以上）  

・使用距離区分に応じ支給   

給料の月額に支給割合を乗じたもの  

・理事・課長10％～14％  

・参事8％  
職責に応じ  

管理職手当  570，320   
円  

・人事・財政担当；級長補佐6％  異   て俸給の 月額の8％  

～20％   
・病院長の職にあるもの20％  

・副院長の職にあるもの12％  

勤務1時間当たりの給料  
休日勤務手当   の月額の125／100   具  国は月額の 135／100  一  千円   円   

役場、総合事務所 4，200円   同  

国民宿舎  4，700円  具  

宿日直手当  20，000円   24，666 千円   141，759 円  

技師  同          5，900円  

看護師  7，200円  



5 煽倒l鰹の報肖l暮    の壮況（19生4月1日温存）  
区  分  給  料  月  額  等  

（参考）類似団体における最高／最低顎  

給  748，000円  931，000 円／ 514，008 円  

（ 880，000円）  

副市町村長  612，000円  768，000 円／ 461，000 円  

料   （ 680，000円）   

収 入 役  円  円／  円  
（ 円）  

議  長   320，000円  452，000 円／ 275，000 円  

報  （ 円）  

副 議 長  250，000円  372，000 円／ 213，300 円  

（ 円）  

酬  月  240，000円  340，000 円／192，600 円  

（ 円）  

市区町村長   （18年皮革姶割合）  

期  3．96 月分  

未 手  長   （18年度支給割合）  

当  副議長  3．45月分  

議  員  

（算定方式）  （1期の手当額）   （支給時期）  

退 職  市区町村長  74・8万円×在職月×45／100・16，156，800 円  任期毎  

手   副市町村長   
当  

61．2万円×在職月×27／100  7，931，520 円  任期毎  

備  考  
（注）1 給料及び報酬の（）内は、減額措置を行う前の金額である。  
2 退職手当の「1期の手当額」lま二4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期  
（4年＝48月）勤めた恕合における退職手当の見込額である。  

3 収入役は廃止。   

6 曙幸数の状況  

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由  
（各年4月1日現在，単位：人）  

区分  職  点 数   対前年  
部門  平成18年   平成19年   増減数   

主 な 増 減．理 由  

議 会   3   3   0   業務内容の見直し、技能労務職員の退職  
総 務   51  50   者不補充等による減  

9  9   0  

83   普  0  

般  21  2  

通  0  

25  政   
A 7ミ  商 工   13■  15  2  

門  土 木   21  17  －4  
計  ＜参考＞  

計   226   224   －2  人口1万人当たり職員数90．68人  
部  （類似団体の人口1万人当たりの職員数朗．50人）  

教育部門  63   61   2  

門  消防部門  
＜参考＞  

小 計  63   61   －2  人口1万人当たり職員数115．37人  
（類似団体の人口1万人当たりの職員数汎59人）   

洞  院  54   55   
公 
A  
水  道‾「   10  10   0  

下 水 う亘  8   8  0  

そ の 他  17  18  
】三  小  計・  89   91   2  

合  計  378  376  －2  
＜参考＞  

［ ］   ［3 ］   人口1万人当たり職負数152．21人   
（注）1 職員数は一般職に属する職員数     である。   
2 ［   ］内は、条例定数の合計である。   



（2）年齢別職員構成の状況（19年4月1日現在）  

構成比  
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20歳  

区 分  ？ 計  
未満   

職員数   
人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  

36   2   

（3）定員管理の数値日凛及び進捗状況  
（》 平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標  
平成17年4月1日   車成22年4月1日   

職員数  職員数   
純減数   純減率   

人   人   人   ％   

385   360   △25   △6．5  



② 定員管理の数値日棲の年次別進捗状況（実簾）の概要  
（各年4月1日現在）  

区 分   17年  18年  19年   年   年～ 年   （参考）   

部 門  計画始期  1年目  2年目   年目   計   数値目棟   
一般行政  職員数   226   226   224  

増 減    ／   0   －2  （ ％）  

教 育  職員数   67   63   61  

増 減  ノーーー■‾   －4   －2  （ ％）  

公営企業  92   89   91  

等会計   2  （ ％）  

計   職員数   385   378   376  360  

増 減    ／   －2  （ ％）   △25   

（注）1 計画期間は、17年～22年の5年間である。  

2 （ ％）内の数値は、数値目榛に対する進捗率を示す。  

3 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降  

現年までの職員増減教の累計を示す。  

7 公営企業職員の状況  
（1）上水道事業   

①職員給与費の状況   
ア 決算  
区 分  総費用  純損益又は   職員給与費・  （参考）  

実質収支  職員給与費比率   
A  B   B／A   

8年   千円   千円   千円   ％   ％  

177，342   157   12，549   7．1   7．4   

区 分  職員数   給 与 費  1人当たり  

A          ．給与費B／A    給 料  職員手当  期末・勤勉手当  計 B   

8年   人   千円   千円   千円   千円   千円  
2   6，869   1157   2，743   10，769   5，385   

（注）1職員手当にぼ退職給与金を含まない。  

2 職員数は、19年3月31日現在の人数である。  

イ特記事項  
平成17年2月1日合併  
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②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（19年4月1日現在）  
区 分   平均年齢   基本給   平均月収額   
越前町   39．0歳  311，600円  425，892円   

団体平均   45．3歳  375，6（さ6円  572，943円   

（注） 平均月収頓には、期末・勤勉手当等を含む。  

（診職員の手当の状況  
ア 期末手当・勤勉手当  

越前町   一般行政職・団体平均   
1人当たり平均支給額（18年度）   1人当たり団体平均支給額（18年度）   

1，371千円   1，785千円   

（18年度支給割合）   （18年度→般行政職支給割合）   

期末手当  勤勉手当   期末手当  勤勉手当   
3．0月分   1．45月分   3．0月分   1．45月分   

（1．6）月分 （0．75）月分   （1．6）月分 （0．75）月分   

（加算措置の状況）   （一般行政職の加算措置の状況）   

職制上の段階、職務の級等による加算措置  職制上の段階、職務の級等による加算措置   

・役職加算  5－10％   ・役職加算  5～10％   
（注）（）内は、再任用職員に係る支給割合である。  

イ 退職手当（19年4月1日現在）  

越 前 町   一般行政職・団体平均   
（支給率）  自’己都合  勧奨・定年  （一般行政職支給率） 自己都合  勧奨・定年   

勤続20年  23．5 月分  30．55 月分  勤続20年  23．5 月分  30．55 月分   

勤続25年  33．5 月分  41．34 月分  勤続25年  33．5 月分  41＿34 月分   

勤続35年  47．5 月分  59．28 月分  勤続35年  47．5 月分  59．28 月分   

最高限度額  59，28 月分  59．28 月分  最高限度額  59．28 月分  59．28 月分   

その他の加算措置 定年前早期退職2％～20％  その他の加算措置 定年前早期退職2％～20％   

（退職時特別昇給  なし   （退職時特別昇給  なし  ）   

1人当たり平均支給額  一 千円  一 千円  団体1人当たり平均支給額  ’16，217千円  

（注）退鞍手当の1人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員がいないので、支給実績なし。  

り 時間外勤務手当  

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

エ その他の手当（19年4月1日現在）  

一般行政  一般行政   支給実績   支給職員1人当たり  
手 当 名  内容及び支給単価            職の制度と  平均支給年額  

の異同   （18年度決算）   

扶養手当  一般行政職に同じ   同  510 千円   255，000 円   

住居手当   一般行政頑に同じ   同  千円   円   

通勤手当   一般行政職に同じ   同  286 千円   143，060 円   

管理職手当  一般行政職に同じ   同  千円   円   

休日勤務手当  一般行政職に同じ   同  千円   円   

寒冷地手当  一般行政職に同じ   同  116 千円   57，800 円  
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